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エコライフを実現するホームエレクトロニクス
Home Electronics and Appliances for Creating Eco-life

日立グループの地球環境戦略
feature article
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ホームエレクトロニクス機器は広く世界に普及しており，家庭生活に

おける利便性・快適性・娯楽性をユーザーに提供し続けている。

一方，地球温暖化防止や環境影響化学物質の排除，リサイクルと

いった，環境配慮型社会の実現に向けたさまざまな取り組みが各国

で進められていて，家庭における省電力の推進も，ますます重要に

なっている。

日立グループは，環境に配慮する具体的な内容を定めた「環境適

合設計アセスメント」に基づき，家電製品においてもライフサイクル

における環境負荷の低減を図っている。また，機器制御による宅内

エネルギーの有効利用を図るエネルギーマネジメントシステムなどの

新しい技術も推進し，さらなる省電力化に貢献していく。

1.　はじめに

環境配慮型社会の実現に向けて，各国でさまざまな取り
組みが進められている。家庭生活の中でユーザーに利便
性・快適性・娯楽性を提供するホームエレクトロニクス機
器においては，省電力の推進，低環境負荷材料の使用，リ
サイクル（資源循環）などの対応が求められている。そし
て，機器製造者は，各市場に対応した環境規制（表1参照）
に準拠するよう製品開発を進めており，環境性能の継続的
な向上と改良に努めている。また，日本においては，
2011年3月の東日本大震災後，国内における電力需給バ

ランスがそれ以前に比べて大きく変化したことを受けて，
電力の需給バランスを適正化するための技術の必要性が高
まっている。
日立グループは，ホームエレクトロニクス機器として，
日立アプライアンス株式会社が製造する冷蔵庫やエアコン
といった，いわゆる白物家電と，日立コンシューマエレク
トロニクス株式会社が製造するデジタルテレビを製品化し
ており，ユーザーのQoL（Quality of Life：生活の質）向上
に家電製品の面から貢献している。
ここでは，家電製品における環境規制の動向と，各種規
制に対応し環境性能を向上するために日立グループが製品
適用している特徴技術，および家庭における省エネルギー
を実現する技術として将来普及が期待されるエネルギーマ
ネジメントシステムの展望について述べる。

2.　環境配慮型社会実現に向けた各国の動向

白物家電やホームエレクトロニクス製品の世界需要は，
年間で冷蔵庫8千万台，洗濯機7千万台，ルームエアコン
6千万台，テレビ2億台といった規模である。これらの製
品のライフサイクルにおける環境影響を考えたとき，製品
使用時のエネルギー消費に起因するCO2の排出が，地球
温暖化に与える影響の大きな要素であると考えられてお

規制分野 日本 米国 欧州 中国

省エネルギー • 省エネ法（1999年改正：
トップランナー方式）

•エネルギー独立性及び
　安全保障法（EISA2007）
•Energy Star

•エコデザイン指令（ErP指令）
•Energy Labelling

•エネルギー効率ラベル管理弁法

環境影響化学物質 •J-Moss（資源有効利用促進法） •有害物質規制法（TSCA）
　改正案（HR2420）

•RoHS指令
•REACH規則

•電子情報製品汚染規制管理弁法
•新化学物質環境管理弁法

脱フロン •オゾン層保護法 •大気清浄化法（CAA） •Fガス規制 •オゾン層破壊物質管理条例
注：略語説明　 J-Moss〔電気・電子機器の特定の化学物質の含有表示方法（The marking for presence of the specifi c chemical substances for electrical and electronic equipment） JIS C 0950〕，

EISA2007（Energy Independence and Security Act of 2007），HR2420（米国版RoHS法），TSCA（Toxic Substances Control Act），CAA（Clean Air Act），
ErP（Eco Design of Energy-related Products），RoHS（Restriction of the Use of Certain Hazardous Substances in Electrical and Electronic Equipment），
REACH（Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals）

表1│ホームエレクトロニクス機器に関する各国の主な環境規制
省エネルギー，環境影響化学物質，脱フロンなどグローバルな課題に対応するため，世界で環境規制が拡大している。
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り 1），エネルギー消費量の低減が求められている。また，
製品に含有する化学物質が自然環境や生態系に与える影響
や，使用済みとなった製品の資源循環に関する課題なども
考慮する必要がある。
以下では，これらの問題に対する規制の動向について概

要を述べる。

2.1　地球温暖化防止（省エネルギー）
気候変動枠組条約（気候変動に関する国際連合枠組条約）

に基づく京都議定書（1997年）では，先進国における温室
効果ガスの排出削減目標が定められている。主要各国にお
ける電気製品の省エネルギーに対する取り組みは，エネル
ギー消費効率の基準制定とラベリング制度の実施の両面か
ら規制が進んでおり，各製品の省エネルギー化を後押しし
ている。
エネルギー消費効率の基準については，米国や中国のよ

うに，MEPS（Minimum Energy Performance Standard：最
低エネルギー消費効率基準）として，製品分野ごとに全製
品がクリアすべき最低基準値を定める方式を採用した国が
多い 2），3）。
一方，製品の出荷台数に基づくエネルギー消費効率の加

重平均値についてクリアすべき基準値を定める，平均基準
値方式による規制を採る国もある。日本は，その基準値の
決め方として，トップランナー基準方式を採用している。
これは，基準策定時点での最高のエネルギー消費効率値に
基づいて基準を決める方式であり，製品のエネルギー効率
向上を業界全体として加速する方法と言える。
また，洗濯機の節水についても，米国や中国では省エネ

ルギーの一環として位置づけ，基準を設けている 4），5）。
消費電力のラベリング制度については，各市場の電力エ

ネルギー消費効率の基準と連動し，製品の省エネルギー性
能が視覚的にわかりやすいよう，国ごとにさまざまな工夫
をしたラベルが採用されている。
なお，欧州連合では2005年に発効したEuP（Ecodesign 

Requirements  for  Energy-using  Products）指令が ErP

（Ecodesign Requirements for Energy-related Products：エコ
デザイン）指令に改正され，電気製品の使用時および待機
時における消費電力削減だけでなく，製品ライフサイクル
全体を考慮した環境配慮設計の実施を製造者に求めている。

2.2　環境影響化学物質（低環境負荷）
鉛などの重金属による環境汚染についての認知が高ま

り，1990年代から電気製品における鉛使用の規制の検討
が始まった。2006年には，欧州連合でRoHS（Restriction 

of the Use of Certain Hazardous Substances in Electrical and 

Electronic Equipment）指令が施行され，電気電子機器に
おける鉛，水銀，カドミウム，六価クロム，特定臭素系難
燃剤（ポリブロモビフェニル，ポリブロモジフェニルエー
テル）の6物質群について使用が制限されることになった。
そして，同様の規制が世界各国に広まりつつある。欧州連
合ではこれに加えて，製品に含有される化学物質の登録な
どに関する制度として，REACH（Registration, Evaluation, 

Authorization and Restriction of Chemicals）規則が2007年
から施行された。
オゾン層破壊物質に関しては，モントリオール議定書

（1987年）に基づき，特定フロン（CFC：クロロフルオロ
カーボン）が禁止され，現在は世界的に指定フロン
（HCFC：ハイドロクロロフルオロカーボン）の削減が進
められている。これらのフロンの代替として現在はHFC

（ハイドロフルオロカーボン）が使用されているが，欧州
連合では，Fガス規制が始まり，HFCについても今後削
減が求められる方向となっている。

2.3　リサイクル（資源循環）
日本においては廃棄物処理における最終処分場の逼

（ひっ）迫，欧州や中国においては有害化学物質による環
境汚染の防止を主眼として製品リサイクルの制度が設けら
れた。このほか，日本では，資源循環のための設計の工夫
を求める資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に
関する法律）が制定されている。

3.　ホームエレクトロニクス分野における日立の貢献

3.1　白物家電
暮らしに密着した家電製品は，生活を「もっと便利に」，

「もっと快適に」という普遍的ニーズと，社会や生活スタ
イルの変化に応えて進化してきた。一方，家庭のエネル
ギー消費は，前述の利便性，快適性を追求するライフスタ
イルの変化，世帯数増加，高齢者比率上昇などの社会構造
変化によって増加の一途をたどっている。2009年度では
国内における全エネルギー消費量の約14％を占めている
（自家用自動車などの運輸関係を除く）6）。
こうした中，前述したように地球規模での環境意識の高
まりから，家電製品の省エネルギー性能，環境負荷低減が
重要な指標となってきている。
（1）省エネルギー
家庭におけるエネルギー消費の内訳は，空調用，給湯用
が全体の約56％を占め，その他は厨（ちゅう）房用，動力・
照明である 7）。エネルギー源は，灯油，電力，ガスのうち
2008年では電力が約50％に達している。電力が増加した
要因は，ヒートポンプ式エアコンなどの家電機器の普及や
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大型化によるものである。また近年はオール電化住宅の増
加により，ヒートポンプ給湯機も電力増加の要因となって
いる。
ここで，家電機器の省エネルギー性追求の取り組みにつ

いて，幾つかの視点で述べる。
まず，家電機器の心臓であるモータ，モータドライブシ

ステムでは，これまで高性能・高機能材料の開発や，電磁
場解析を活用した低損失化，インバータ制御方式の革新な
どによって高効率化を進め，エアコン，冷蔵庫，洗濯機，
掃除機などの効率向上を支えてきた 8），9）。また，家庭の消
費電力の過半を占める空調，給湯，それに冷蔵庫の運転シ
ステムであるヒートポンプ技術では，独自のサイクル，セ
ンシング技術で省エネルギー化を推進してきた 10），11）。
効率向上のためにムダをなくすという観点から断熱技

術，排熱利用技術も開発してきた。冷蔵庫では，庫内の熱
漏洩（えい）を低減する真空断熱材を採用，また，冷却器

に付いた霜の冷熱エネルギーを有効利用する「フロストリ
サイクル」技術を開発して年間消費電力量を低減してきた
（図1，図2参照）。
ヒートポンプ給湯機の貯湯タンクにおいても同様に真空
断熱材を採用し，内部の高温湯からの熱漏洩を低減し，給
湯効率の向上を図っている。
また，ドラム式洗濯乾燥機では，筺（きょう）体内にた
まった排熱を有効利用する「ヒートリサイクル」技術によっ
て省エネルギー性能を向上した 12）。
洗濯機の節水性能では，洗濯水を循環させることによ
り，少ない水量で高い洗浄力を発揮する「ビートウォッ
シュ」や，乾燥運転時の水冷除湿に風呂水を利用し使用水
量の削減を図った。
以上に述べたとおり，これまでは家電機器単体での効率
向上，省エネルギー化を中心に推進してきたが，今後は，
高気密・高断熱化などの住環境の変化，太陽光発電などの
再生可能エネルギーの活用による電力需給変化に応じ，家
全体での統合管理，制御が重要となってくると考えられる。
（2）環境影響化学物質の削減
日立アプライアンスでは，1999年発売の冷蔵庫，洗濯

機，ルームエアコンから無鉛はんだの採用を始め，白物家
電の各製品に展開してきた。その後，欧州連合で2006年
7月から施行されたRoHS指令への対応も進め，日本向け
製品，海外向け製品とも，RoHS指令に適合させている。
冷蔵庫の冷凍サイクルの冷媒や断熱材発泡剤にはかつて
は代替フロンHFCを使用していたが，冷媒としてはイソ
ブタン，断熱材発泡剤としてはシクロペンタンを採用し，
2002年の製品からノンフロン化した（一部の小型機種を
除く）。イソブタン，シクロペンタンとも炭化水素で可燃
性，引火性があるため，流通時・使用時・修理時の安全性
確保が最重要課題であったが，冷媒充填量の減量，冷却装
置の配管接続部の削減，霜取りヒータの低温化やブラシレ
スファンモータの採用，電気部品類の防爆仕様化などによ
り，安全性対策を施した 13）。
ヒートポンプ給湯機については，冷媒にはHFCではな

く自然冷媒（CO2）を採用している。
（3）資源循環
資源有効利用促進法では，指定省資源化製品，指定再利
用促進製品として，冷蔵庫，エアコン，洗濯機などが指定
され，原材料などの使用の合理化，部品の共通化や耐久性
の向上による長期間の使用の促進のほか，使用済みとなっ
た後の資源循環に配慮した構造の工夫，分別のための工
夫，安全性の確保などを義務づけている。これに対応する
ため，1999年から環境適合設計アセスメントを製品の設
計プロセスに導入している 14）。
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図2│省エネルギー化による冷蔵庫の年間消費電力量の推移（当社比）
年間消費電力量は，JIS C 9801測定基準による。使用時の消費電力量は，設
置の仕方，各庫内の温度設定，周囲温度や湿度，ドア開閉頻度，新しく入れ
る食品の量や温度，使い方などにより変動する。
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図1│フロストリサイクル技術の概要
運転時に冷却器に付着する霜（フロスト）は冷却効率を低下させるため，従来
はヒータで溶かして捨てていた。この霜から生じる冷気を有効利用して冷蔵
室と野菜室に送り込む構造を採用し，コンプレッサを止めた状態でも霜から
生じた冷気による冷却ができるようにした。
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3.2　デジタルテレビ
次に，デジタルテレビを例にして，日立グループの環境

規制に対する具体的な取り組み事例について述べる。
（1）省エネルギー
日本の省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法

律）では，テレビの省エネルギー効率は年間消費電力量で
規定されている。また，目標年度における達成および各製
品の達成率をカタログなどに表示（省エネラベリング制度）
することが義務化されている。2010年の省エネ法の判断
基準（テレビジョン受信機の性能の向上に関する製造事業
者等の判断の基準等）の改正により，目標達成年度が2012

年度の新基準になり基準がさらに強化されるとともに，消
費電力の測定方法が変更された。具体的には，これまでは
4種類の静止画を表示したときの消費電力を測定し，計算
式によって動画表示相当に換算していたが，改正後は放送
番組の条件を模擬した動画による測定方法が新たに採用さ
れた。新測定方法の場合は，同一機種を従来方式で測定し
た場合と比較し，年間消費電力量が多くなる傾向にあるた
め，よりいっそうの省エネルギー性能が要求される。
日立コンシューマエレクトロニクスでは，これまでテレ

ビの高画質化（高精細化）と省エネルギー化の両立を積極
的に進めてきた（図3参照）。

2012年度基準対応として，テレビのバックライト光源
をCCFL（Cold Cathode Fluorescent Lamp：冷陰極蛍光管）
方式からLED（Light Emitting Diode）方式に変更した。さ
らに，日立独自のスリムブロック型LEDバックライト（以
下，S-LEDと記す。）を開発し，省エネルギーと高画質を
実現した。S-LEDでは，独自の導光板技術と，画面輝度
をエリアごとに制御する方式の導入により，バックライト
単体での電力を最大で45％低減できる（図4参照）15）。

バックライト方式の違いによる液晶テレビの年間消費電
力量を42V型で比較すると，2010年のS-LEDテレビは，
2009年のCCFLモデルに対して約27％低減し，LEDとの
比較でも約20％低減した（図5参照）。
日立グループの「2025年度までに，製品を通じて年間1

億トンのCO2排出抑制に貢献する」という目標に向けて，
さらに省エネルギー性能の高い第2世代を開発中である。
（2）環境影響化学物質の削減
日立コンシューマエレクトロニクスでは，デジタルテレ
ビ製品に使用する環境影響化学物質の含有情報を，購入部
品単位でサプライヤーから入手し，社内システムで一元管
理している。欧州のRoHS指令などの使用禁止物質への対
応としては，入手データの確認および部品認定サンプルの
破壊測定などを実施し，適合確認を行っている。

REACH規則などの情報伝達への対応としては，業界
標準である JAMP（Joint Article Management Promotion-

consortium：アーティクルマネジメント推進協議会）の調
査ツールや情報基盤を利用して集計している。
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図5│ 42V型液晶テレビにおけるバックライト方式の違いによる年間消費電
力量の比較（2010年4月の省エネ法の判断基準の改正に基づいた新
測定法による）

テレビの年間消費電力量は，一般家庭での平均視聴時間4.5（時間/日），平均
待機時間19.5（時間/日）を基準とし，省エネ法に基づいて算出した一年間に
使用する電力量である。

注：略語説明　S-LED（日立独自のスリムブロック型LEDバックライト）
　　＊  2009年度モデルL42-XP03の年間消費電力量146（kWh/年）は，新測定法で測定した

ものであり，旧測定法に基づくカタログ値とは異なる。

CCFL（蛍光管）バックライト LEDバックライト
蛍光管 ・水銀混入

・サイズが大きい
・応答速度が遅い

液晶パネル 液晶パネル光学系部材 光学系部材
光学構成は省略

導光板

LED ・水銀レス
・サイズが小さい
・応答速度が速い

図4│CCFLおよびLEDバックライトの構成概要
CCFLバックライトは，入力映像信号にかかわらず常に点灯しているのに対し，
S-LEDでは入力映像信号に応じて，LEDの調光をエリア制御するため，省電力
化を図ることができる。

注：略語説明　CCFL（Cold Cathode Fluorescent Lamp），LED（Light Emitting Diode）
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図3│省エネルギー化による薄型テレビの年間消費電力量の推移
2009年，2010年は2010年4月の省エネ法の判断基準（テレビジョン受信機の
性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準等）の改正に基づいた新測定
法による。

注：略語説明　HD（High-defi nition）
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CCFL方式バックライトに用いる冷陰極管では，不活性
ガスと水銀蒸気を封入して発光させているが，前述した
S-LED方式では，LED光源を採用することで，光源にお
ける水銀の使用を排除した。
筐体の難燃剤には塩素や臭素などを使用しないリン系難

燃剤を採用し，製品から放散するVOC（Volatile Organic 

Compounds：揮発性有機化合物）についても，JEITA（電
子情報技術産業協会）の指針値をクリアしている 16）。
（3）資源循環
日本の資源有効利用促進法や欧州のErP指令（エコデ

ザイン指令）において要求される3R（Reduce，Reuse，
Recycle）などの環境に配慮した製品設計に対しては，
1999年から「環境適合設計アセスメント」を設計開発のプ
ロセスに組み入れた。これにより，製品の設計段階から，
部品の高集積化やネジ本数の削減を図り，製品の薄型化や
軽量化を達成している。
また，製造者責任によるリサイクル義務を果たすため

に，ブラウン管テレビ，プラズマテレビ，液晶テレビのリ
サイクルを家電リサイクル法の共同リサイクルスキームに
よって実施している。

4.　宅内エネルギーマネジメント

各国で環境配慮型社会実現に向けてさまざまな取り組み
が進められる中，日本においては，2020年までにCO2排
出量25％削減（1990年比）の目標に向け，再生可能エネ
ルギーの導入，系統安定化対策，需要家側の制御に関する
検討が進められている。また，2011年3月の東日本大震
災後，電力需給バランスがそれ以前に比べて大きく変化
し，限られた電力供給に対して需要家側の電力使用量を適
正化するための技術の必要性が高まっている。
家庭においては，製造者がこれまで進めてきた機器単体

の省電力化はもちろん，今後は周囲の環境や電力供給量に
応じて宅内機器を最適にコントロールするような家全体の
エネルギー管理が重要となる。限られたエネルギーを効率
よく使用するための宅内におけるエネルギーマネジメント
システム（HEMS：Home Energy Management System）は，
今後，広く普及していくと考える。
これまで日立グループは，宅内の機器制御あるいは，使

用エネルギーの「見える化」を行うなどして省エネルギー
化を図る実証実験や試作を行ってきた 17）。次に，宅内の
エネルギーを有効活用するエネルギー統合制御システムに
ついて将来展望を述べる。
再生可能エネルギーとしては，日本での普及が急進して

いる太陽光発電に加え，太陽熱も注目されており，今後さ
らなる普及が期待されている。両者とも得られるエネル

ギー量が，天候，季節，時間帯などに依存し変化する。そ
こで，蓄電や蓄熱の機能を加えて，エネルギーの創生時刻
と利用時刻を任意に可変できるようにし，エネルギーの有
効活用を図ることが重要である。再生可能エネルギーを有
効に利用するための用途，時間，量を判断して宅内機器を
制御する，エネルギー統合制御システムが必要となる。実
現には，さまざまな要素機器の特性予測技術，センシング
技術，最適化制御技術の高度化が必要である。
将来の宅内エネルギーシステムの概念を図6に示す。再
生可能エネルギー利用の拡大に，多温度対応ヒートポンプ
を活用して熱回収を積極的に行い，それをエネルギーフ
ローコントローラで管理・運用するものである。
このシステムが実現すれば，エネルギーの宅内における
地産地消ができ，地球環境保護に貢献できる。また，ユー
ザーのエネルギーコストの極小化や，居住者の生活スタイ
ルに応じた健康で快適な空調環境が実現できると考える。
さらに，震災復興時における電力の需給バランスの適正化
に貢献できる。

5.　おわりに

ここでは，家電製品における環境規制の動向と，各種規
制に対応し環境性能を向上するために日立グループが製品
適用している特徴技術，および家庭における省エネルギー
を実現する技術として将来普及が期待されるエネルギーマ
ネジメントシステムの展望について述べた。

系統電力

太陽光発電

太陽熱温水

熱ネットワーク

多温度対応ヒートポンプ

地中熱
エネルギーフロー
コントローラ

電力ネットワーク

供給

回収

EV

空調機

給湯機

床暖房

冷蔵庫

洗濯乾燥機

高温

排熱を相互利用

中温 低温

空気熱 蓄電モジュール

蓄
熱
モ
ジ
ュ
ー
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図6│将来の家庭向けエネルギーシステムの構成例
再生可能エネルギー利用の拡大に，多温度対応ヒートポンプと冷媒自然循環
式サイクルで対応し，それをエネルギー統合制御システムで運用する。

注：略語説明　EV（Electric Vehicle）
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東日本大震災後，国内における電力需給バランスがそれ
以前に比べて大きく変化したことを受けて，限られた電力
供給に対して需要家側の電力使用量を適正化するための技
術の必要性が高まっている。日立グループは，環境配慮型
社会の実現や，電力需給バランスの適正化などに貢献する
ため，ホームエレクトロニクス製品のさらなる省電力化
と，エネルギーマネジメントシステムなどの新しい技術の
開発を推進していく所存である。
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